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1. 要約 
水痘は、一般に小児における予後良好な疾患と考えられているが、乳児や成
人、免疫抑制状態にある者においては重症化しやすく、時に致命的となること
が知られている。我が国において、水痘は感染症法に基づく感染症発生動向調
査にて五類感染症定点把握疾患に指定され、全国約 3,000の小児科定点医療機
関から、毎年ほぼ同じ傾向で、約 25万人前後の症例が報告されており、実際に
はこの数倍の患者が発生していると推定されている。水痘ワクチンは、白血病
等の基礎疾患を持つ子どもたちの重症水痘を予防するために我が国で開発され
たワクチンで、我が国においては 1987年に被接種者あるいはその保護者の希望
により接種する任意接種ワクチンとして導入された。以降、現在に至るまで、1
歳以上の小児および成人において接種可能となっている。 
今回は、血清疫学的観点から、ワクチン導入前と導入後の二つの期間に採取
された保存血清を用いて、水痘ワクチン導入の影響を評価し、近年の我が国に
おける水痘に対する感受性者の蓄積状況に関して併せて検討するとともに、任
意接種である水痘ワクチンが、どの程度各自治体において推進されているかの
実態を調査することによって、今後の水痘流行阻止に向けたより具体的かつ有
効な対策を提言することを目的とした。 
ワクチン導入前の 1977-1981年(Ⅰ期)と、ワクチン導入後の 2001-2005年(Ⅱ
期)の二つの期間において、それぞれ 828検体ずつ、合計 1656検体について、8
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つの年齢群(1歳未満、1-2歳、3-6歳、7-12歳、13-18歳、19-29歳、30-49歳、
50歳以上)に分け、 EIA法で水痘帯状疱疹ウイルス(VZV)に対する抗体価を測定
し、血清抗体保有率を算出し、上記二つの期間に関して比較した。公費助成の
実態に関しては、全国 47都道府県への電話調査および市町村のホームページ閲
覧により公費助成実施自治体を抽出したのち、公費助成実施自治体に電話によ
るインタビュー調査を実施し、対象者や助成金額等、実施状況に関して 8項目
にわたり聞き取りを行った。 
その結果、Ⅰ期において最も抗体保有率が低かったのは、1-2歳群の 10.0% 
(95% CI: 5.7%-17.0%)で、その後、年齢が上昇するごとに抗体保有率は上昇し、
最も高かったは 30-49歳群の 98.1% (95% CI: 90.2%-99.7%)であった。Ⅱ期にお
いては、最も抗体保有率が低かったのは、１歳未満群での 16.0% (95% CI: 
9.6%-25.2%)で、Ⅰ期と同様に年齢が上がるに従って抗体保有率も上昇し、13-18
歳群で 100.0%に至り、30-49歳群、および 50歳以上群の 3年齢群において
100.0%であった。1歳未満の年齢群を除いたすべての年齢群において、Ⅱ期の
方が、Ⅰ期よりも抗体保有率は高値であり、特に 1-2歳、3-6歳、7-12歳、13-18
歳の 4つの年齢群ではその違いが統計学的に有意であった。統計学的有意差を
認めた年齢群は、幼児から高校生の世代に該当し、それらに影響を与える因子
として、主に 1) 水痘ワクチンの導入、2) 保育所利用児童数の増加と保育所の
早期入所の傾向に代表される子どもたちの社会的な生活環境の変化、の二つが
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考えられた。さらにⅡ期の結果から感受性者を推計すると、特に、水痘重症化
のハイリスク群とされる 1歳未満児、および成人層(19-29歳群)ではそれぞれ約
100万人の感受性者が未だ残存している可能性があり、これらの年齢層での流行
と、死亡例・重症例の発生が懸念されると考えられた。 
水痘ワクチン接種における公費助成の実態に関しては、2009年現在で全国
1,801市町村特別区 (自治体)のうち 27自治体(1.5%)が何らかの公費助成を実施
しているに過ぎず、公費助成を実施している自治体においても、定期接種と異な
り積極的な接種の推奨は実施されておらず、接種による効果の評価に関しても、
十分とは言えないなど、様々な課題を抱えていると考えられた。 
現在の我が国における水痘ワクチンの接種率は、任意接種であるためにいま
だ低く、水痘ワクチン導入後も、水痘患者は小児科定点医療機関からの報告のみ
で毎年 25万人前後報告されており、大きな変化は見られていない。これは我が
国においては、水痘ワクチンは公衆衛生上、有効に活用されていないことを示し
ていると考えられる。2008年度から開始された国の麻疹排除計画では、MRワク
チンの対象者を第 1期(1歳児)、第 2期(小学校就学前の 1年間)とし、昨年度の評
価でそれぞれ 94.3%、91.8%の接種率を得ている。定期接種として、水痘ワクチ
ンを MRワクチンと同時に接種する、あるいは MRVワクチンの開発により、麻
疹・風疹とともに水痘の免疫も賦与することができる体制が確立されれば、水痘
ワクチンにおいても高い接種率が得られると考えられる。自治体それぞれの取り
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組みのみに頼らずに水痘ワクチンの接種率をさらに上昇させ、それを維持するた
めに、加えて、予防接種で予防可能な水痘で死亡例や重症例を出さないために、
我が国においては、MRワクチンと同時に水痘の免疫も確保できるような接種体
制を整えた上で、速やかな水痘ワクチンの定期接種導入が必要不可欠であると考
えられる。 
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2. 研究背景 
水痘は、ヘルペスウイルス科α亜科に属する DNAウイルスである水痘帯状疱
疹ウイルス(varicella-zoster virus：VZV)によっておこる急性かつ感染力の極めて
強い感染症で、接触、飛沫、空気いずれの感染経路でも伝播する。一般的には、
小児における軽症で予後良好な感染症として考えられているが、乳児期後期、
成人、免疫抑制状態にある者においてはより重症化する傾向があり、時に致命
的となることが知られている。ガリルらの調査によれば、米国における 1995年
の小児における水痘ワクチン導入前、1988年から 1995年にかけては、毎年約
10,632例の水痘による入院があり、5-9歳の小児の水痘罹患に比較して、20歳
以上の成人においては 13倍、1歳未満の児においては 6倍入院しやすかったと
報告している 1)。同期間における米国の水痘による入院率は、人口 10万人当た
り 2.3-6.0人であったとされている 2)。さらにその後、1995年から 2005年にか
けて実施されたレイノルドらによる水痘の重症化例調査によっても、20歳以上
の成人(調整オッズ比 7.6, 95% CI: 4.5-12.6)と 1歳未満の乳児(調整オッズ比 7.0, 
95% CI: 4.1-12.1)は、水痘に関連した入院 (vaicella related hospitalization: VRH)
の危険性が明らかに高かったことが報告さている 3)。 米国のみならず、ヨーロ
ッパの国々からも VRHや水痘に関連した死亡例の報告がなされている 4)。さら
に VZVは、初感染の後、終生その宿主の知覚神経節に潜伏感染し、宿主の免疫
力が低下した場合や加齢に伴って再活性化し、帯状疱疹を発症する。 
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疫学的に、VZVの流行は強い季節性を示すことが分かっており、日本のみな
らず米国等、温帯気候に属する地域では冬から春にかけて流行のピークを形成
し、小学校入学前の幼児から小学校低学年の年齢層での患者発生が最も多いと
いう特徴を持つ。現在、我が国における水痘のサーベイランスは、1999年施行
の「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」(以下、感染症
法)に基づく感染症発生動向調査(National Epidemiological Surveillance of 
Infectious Diseases: NESID)において、五類感染症定点把握疾患に定められ、全
国約 3,000か所の小児科定点医療機関から毎週、年齢群別性別の患者数が報告
されている。感染症法施行以前である 1982年からの感染症サーベイランス事業
によると、小児人口の減少とともに水痘の患者数もわずかながら減少したもの
の、NESIDによる 1999年第 14週以降、現在までのデータでは、年間約 25万
人前後の症例が 12月から 7月に多く、8月から 11月は減少するという毎年同
じような傾向で報告されており 5)、実際にはこの数倍の患者が発生していると推
定されている。カワドらによると、2002年から 2005年にかけての小児科定点
医療機関からの報告数と、それらのデータから推計された 0-14歳人口 1,000人
当たりの罹患率はそれぞれ、2002年：263,308人/89.6、2003年：250,561人/82.7、
2004年：245,941人/82.3、2005年：242,296人/86.1とされており、発症状況
は毎年ほぼ一定である 6)。 
水痘ワクチン(岡株)は、1974年、我が国において大阪大学微生物病研究所の
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高橋らにより、世界に先駆けて開発・実用化された弱毒生ワクチンであり 7)、典
型的な水痘症状を呈した“岡”という姓の男児の水疱液から分離培養されたウ
イルスをワクチン株に使用している。接種後の免疫の成立に関して、細胞性免
疫の成立に関する高橋の報告によれば、水痘抗原皮内テストにおいて、ワクチ
ンを接種した 18名中 12名が接種後 4日目に、14日後にはすべてのもので同皮
内テストが陽転したと報告している 8)。水痘抗原は、水痘に対する細胞性免疫の
状態を把握するために市販されている製品で、培養増殖させた岡株水痘ウイル
スを加熱処理により不活化した液剤で、0.1mlを 1回皮内に注射し、24時間後
に判読することによって VZVに対する細胞性免疫を調べることができる 9)。ま
た、馬場らは、水痘ワクチンを接種した 17名全員に、接種 4週間後に水痘抗原
皮内テストの陽転が見られ、最も早いもので接種後 5日目から陽転したと報告
している 10)。米国における同様の検討においても、接種後 5年で、小児(n=60)
で 87%、成人(n=18)で 94%の VZVに対する細胞性免疫の存在が確認されている
11)。一方、液性免疫の成立に関して、浅野らは、水痘未罹患・ワクチン未接種者
に対する水痘ワクチン接種において、接種 1か月後(n=181)で 97.8%の抗体陽転
率、接種 2年後(n=51)でも 98.0%の抗体陽性率を維持していたとしている 12)。
さらに、尾崎らの接種 10年後の 860名の検討では、805名(93.6%)が抗体陽性
であったと報告している 13)。同様に、広瀬らの報告によれば、接種後約 10年を
経過した時点における 38名に対する追跡調査で、抗体陽性率、水痘皮内抗原に
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対する陽性率ともに 97.4%と、水痘ワクチンの長期にわたる有効性が示されて
いる 14)。総合して、米国における水痘ワクチンのワクチン効果(Vaccine Efficacy: 
VE)は、1回接種 7-10年後で、水痘の臨床的な発症に関しては 70-90%、重症化
に関しては 95%程度とされている 2)。接種後の副反応としては、免疫が低下し
た患児に使用できるワクチンのため、健康小児にはほとんど認められないが、
尾崎らの調査によれば、接種後 7~20日で発熱 10.6%、発赤 0.1%、発疹・水疱
4.8%であったと報告されている 13)。水痘ワクチン接種後の水痘感染・発症は
Breakthrough varicella (BV)と呼ばれ、接種 42日目以降に発症した野生株による
感染例と定義される。神谷らによる接種後 10年間の追跡調査によれば、ワクチ
ン接種後水痘を発症したものは 19.2%であり 15)、その他の報告でも BVの割合
は約 20%程度とされている。しかしながら、かかった場合の症状は非常に軽く、
発疹数が少ない、水疱形成に至らない、発熱がない、かゆみが少ない、経過が
短いなどの特徴があり、軽症水痘と言うことができる。水痘ワクチンは世界的
に液性免疫、細胞性免疫の両者を有効に成立させることが確認されており、1985
年には世界保健機関 (World Health Organization: WHO)において、安全性、有
効性ともにもっとも望ましい水痘ワクチンであると認められ 16)、多くの国々に
おいて、定期接種あるいは任意接種として接種が行われている。米国では、1995
年の 12-18ヶ月児に対する 1回接種導入に加えて、2005年、2006年には 4-6
歳児を対象とした 2回目の接種が推奨された 2)。さらに、オックスマンらの検討
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により、帯状疱疹ワクチンの接種は高齢者における帯状疱疹予防の観点からも
有効であるとし 17)、2008年には 60歳以上の高齢者に対して接種の推奨を開始
している 18)。しかしながら、我が国では、1987年に任意予防接種として導入さ
れたが、現在でもその制度は変更されておらず、国による積極的な勧奨は行わ
れていない。 
我が国の予防接種制度、いわゆる予防接種法に基づく定期接種における実施
主体は、住民票のある市町村特別区である。定期接種対象疾患に関しては、予
防接種法に基づいて対象疾患が決められ、政令で接種を行う年齢を決め、省令
で具体的な接種方式が決められる。さらに、自治体が接種を勧奨し、接種費用
もほぼ全額を自治体が負担し、副反応が生じた際には予防接種法に基づく救済
制度が適用される。しかし、任意接種の疾患に関しては、医薬品として各ワク
チンの用法・用量が定められており、被接種者あるいは保護者の希望で接種を
実施する。費用は原則全額自己負担であるが、住民の要望や自治体の予算に応
じて、公費助成を実施しているところもある。副反応出現に関しては、予防接
種法に基づく救済制度ではなく、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法によ
る救済が適用される。現在、水痘ワクチンの接種対象者としては、1歳以上の水
痘既往歴のない者、ハイリスク患者、ハイリスク患者の同居者及び各患者の医
療関係者、水痘に感受性のある成人(特に医療関係者、医学生)、VZVに対する免
疫能が低下した高齢者、妊娠時の水痘罹患防止のための成人女子、病棟や寮な
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どの閉鎖共同体における感受性者等とされている 19)。 
定期接種対象疾患は、厚生労働省の事業である感染症流行予測調査事業にお
いて経年的に国民の抗体保有状況が調査されているが、任意接種対象疾患につ
いては、国による抗体保有状況に関する調査は実施されていない。テイラー-ウ
ィードマン、山下らは、1989年に我が国における最初の広範な水痘の血清疫学
調査を実施し、1973年と 1984年の約 10年間の比較では、国民の水痘に対する
抗体保有状況に大きな違いはなかったと報告している 20)。この調査から約 20年
を経過し、水痘ワクチン導入の影響を加味した水痘に対する全国的な抗体保有
状況の評価はこれまでに実施されておらず、水痘ワクチン導入による血清疫学
の変化と、近年の全国的な全年齢層における VZVに対する血清抗体保有状況は
十分に把握されていない。加えて、1987年の導入以降 22年を経過した現在、
任意接種である水痘ワクチン接種に関して公費で助成を行っている自治体が全
国的にどの程度あり、どのような制度で接種を推進し、どのぐらいの効果が得
られているのかは明らかにされていない。 
 
3. 研究目的 
本研究では、水痘ワクチンの導入前後において、日本国民の VZVに対する抗
体保有状況がどのように変化したかを把握するとともに、感受性者の蓄積状況
を併せて検討した。加えて、任意接種である水痘ワクチンが、どの程度各自治
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体において推進されているかを調査し、公費助成の実態を把握することによっ
て、今後の水痘流行阻止に向けたより具体的かつ有効な対策を提言することを
目的とした。 
 
4. 研究方法 
4.1. 【検討 1】我が国における水痘ワクチン導入前後の血清疫学の変化について 
4.1.1. 使用した血清検体 
1977-1981年(ワクチン導入前：Ⅰ期)、2001-2005年(ワクチン導入後：Ⅱ期)
の二つの期間に関して、それぞれ 828検体ずつ、合計 1,656検体(男性 844検体、
女性 812検体)の血清を、国内血清銀行(The National Serum Reference 
Bank/Tokyo, National Institute of Infectious Diseases, Japan)から、国立感染症研
究所血清銀行運営委員会の承認の後、本研究目的で分与を受けた。分与血清の
地理的分布は、北海道/東北/関東(東日本)、中部/近畿(中日本)、中国/四国/九州(西
日本)の 3区分から、人口比に基づき 4：3：2の割合とし、年齢は、1歳未満、
1-2歳、3-6歳、7-12歳、13-18歳、19-29歳、30-39歳、40-49歳、50-59歳、
60歳以上の各年齢群において表 1に示す配分とした。 
国内血清銀行で保管されている血清は、無作為に抽出された健康な日本人か
ら採取されたもので、国立感染症研究所において、-80℃で保管されている。本
血清銀行の規約により、すべての血清の年齢・性別・採血した年・採血した都
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道府県以外の個人情報(住所等の連絡先、ワクチン接種歴、疾患の罹患歴等)は完
全に除かれた形での保管となっており、各血清から個人を特定することはでき
ない。 
4.1.2. 血清抗体価の測定 
すべての抗 VZV抗体価は、酵素免疫法(Enzyme Immunoassay: EIA)で測定し
た。測定には、デンカ生研製ウイルス抗体 EIA「生研」水痘 IgGを用い、一検
体につき 2回ずつ測定し、その平均値を解析に用いた。結果の判定は、上記試
薬の添付文書に従って、吸光度比が 0.50未満を「抗体陰性」、0.50以上 1.00未
満を「判定保留」、1.00以上の場合を「抗体陽性」とした。「判定保留」は、「抗
体陰性」とみなした。 
4.1.3. 感受性者の推計 
得られた結果のうち、Ⅱ期の年齢群別抗体保有率から年齢群別の抗体陰性率
を算出し、国の人口動態調査における 2003年人口推計のデータから各年齢群の
推計人口を求め、それぞれの抗体陰性率を乗ずる形で感受性者人口の推計を行
った。 
4.1.4. 統計学的解析 
それぞれの期間における年齢群ごとの抗 VZV抗体保有率、Ⅱ期の感受性者人
口の推計と、その 95%信頼区間(95% confidence interval: 95% CI)を算出した。
二つの期間の抗体保有率の比較には、カイ 2乗検定あるいはフィッシャーの正
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確な検定のいずれか適する方を用いた。統計学的有意水準は、5%とした。デー
タの解析には、SAS製 JMP 8.0.1ソフトウェアを用いた。 
 
4.2. 【検討 2】全国自治体における水痘ワクチンに関する公費助成の実態調査 
4.2.1. 公費助成実施自治体の抽出 
全国 47都道府県に対して、所属する市町村特別区の中で水痘ワクチンの公費
助成を実施している自治体の有無と名称に関して、電話による聞き取り調査を
実施した。それらを把握していない都道府県に関しては、それぞれの都道府県
に所属する各市町村特別区が提供しているホームページにおいて、予防接種情
報のページの閲覧、あるいは“水痘”での検索を行い、抽出した。 
4.2.2. 公費助成実施自治体に対する調査 
4.2.1.において抽出されたすべての自治体に対して、電話でインタビュー調査
を行った。厚生労働科学研究費にて研究が実施されている 2自治体に関しては、
文献 21)による情報も参考とした。聞き取りを実施した項目は、①公費助成開始
時期、②公費助成対象者、③自治体助成金額、④自己負担金額、⑤助成開始前
の接種率、⑥助成開始後の接種率、⑦水痘患者推移の変化、⑧高齢者を対象者
に含める可能性、とした。 
 
5. 研究結果 
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5.1. 【検討 1】我が国における水痘ワクチン導入前後の血清疫学の変化について 
全体の抗体保有率は、Ⅰ期では 66.5% (95% CI: 63.3%-69.7%)、Ⅱ期では
74.2% (95% CI: 71.1%-77.0%)であり(表 2,3)、これらは統計学的に有意に異なっ
ていた(p<0.001)。 
Ⅰ期、Ⅱ期それぞれの男女別、地域別の抗体保有率とその 95% CIを表 2に
示した。Ⅰ期における男性と女性の抗体保有率は統計学的に有意に異なるもの
であった(p<0.001)が、年齢群に層別化したところ、統計学的有意差は認めなか
った。Ⅱ期においては、男性と女性の抗体保有率に差は認めなかった。地域的
な抗体保有状況の違いに関しては、Ⅰ期、Ⅱ期ともに統計学的に有意な差は認
められなかった。 
二つの期間における年齢群別の抗体保有率と 95% CIを表 3に示した。Ⅰ期
において最も抗体保有率が低かったのは、1-2歳群の 10.0% (95% CI: 
5.7%-17.0%)で、その後、年齢が上昇するごとに抗体保有率は上昇し、最も高か
ったは 30-49歳群の 98.1% (95% CI: 90.2%-99.7%)であった。Ⅱ期においては、
最も抗体保有率が低かったのは、1歳未満群での 16.0% (95% CI: 9.6%-25.2%)
で、Ⅰ期と同様に年齢が上がるに従って抗体保有率も上昇し、13-18歳群で
100.0%に至った。Ⅱ期で抗体保有率が最も高かったのは、13-18歳群、30-49
歳群、および 50歳以上群の 100.0%であった。各年齢群でⅠ期とⅡ期の抗体保
有率を比較すると、1歳未満群を除いたすべての年齢群で、Ⅰ期よりⅡ期の方が
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高かった。特に、1-2歳群、3-6歳群、7-12歳群、13-18歳群では、その違いは
統計学的に有意であった(p<0.01)(図 1)。19歳以上の 3つの年齢群では、両方の
期間において、高い抗体保有率を維持していた。 
1歳未満の年齢群における抗体保有率は、6-11ヶ月児群において、Ⅰ期(n=57)
で 12.3% (95% CI: 6.1%-23.2%)、Ⅱ期(n=66)で 12.1% (95% CI: 6.3%-22.1%)と
統計学的に有意な差は認められなかった。0-5ヶ月児においては、検体数がⅠ期
23検体、Ⅱ期 6検体と少なかったために、抗体保有率および 95% CIの算出、
比較の解析は実施しなかった。 
Ⅱ期の結果と 2003年の国の人口推計を利用して推計した感受性者人口と
95% CIを表 4に示した。 
 
5.2. 【検討 2】全国自治体における水痘ワクチンに関する公費助成の実態調査 
都道府県別公費助成の実施自治体数を表 5に示した。2009年現在、全国で公
費助成を実施しているのは 47都道府県 1,801市町村特別区(自治体)中、16都道
県 27自治体(27/1,801, 1.5%)であった。公費助成を行っている自治体がある都
道県で、その割合が最も高かったのは香川県(2/17, 11.8%)、次いで茨城県
(5/44,11.4%)であった。 
公費助成を実施している自治体における状況を、表 6-1, 6-2に示した。公費
助成を実施している 27自治体のうち、茨城県土浦市は協力が得られず聞き取り
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調査が不可能、香川県観音寺市および三豊市は厚生労働科学研究班により調査
が実施されており、文献 21)からも情報を得た。 
公費助成を実施している 27自治体の人口中央値は、50,768人(北海道幌加内
町 1,792人‐東京都足立区 642,977人)であった。公費助成の開始時期に関して
は、北海道木古内町が 15年以上前であり明確な開始時期は不明、土浦市が不明
であったが、それ以外で最も古いのは宮城県気仙沼市 1992年 4月、次いで、茨
城県水戸市 1992年 5月であった。公費助成の対象者は、27自治体中 14自治体
において「1歳~小学校就学前」としており、「1歳~3歳未満」3自治体、「1歳
~7歳半未満」2自治体、「1歳~4歳未満」2自治体、「2歳~4歳未満」2自治体、
「1歳児」と「小学校 1年生~中学 3年生」がそれぞれ 1自治体であった。その
他、2自治体(石川県金沢市、兵庫県加古川市)においては「水痘、ムンプス、イ
ンフルエンザ、インフルエンザ菌 b型から 1種類選択」という 4疾患からの選
択制で 1疾患に関してのみ助成を実施していた。助成額に関しては、全額助成
で被接種者の自己負担なしとしていたところは 27自治体中 6自治体であった。
自治体助成金額が明確な 15自治体における平均助成金額は、3613.1円(2,000
円-6,500円)であった。 
4疾患から 1疾患のみの選択制を実施していた 2自治体を除いた 25自治体に
おいて、助成前の接種率を把握していたところは 5自治体、助成後の接種率を
把握している自治体は 19自治体であった。助成開始後の接種率の算出は、自治
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体ごとに分母となる対象者の設定が異なり、さらに分子の計上方法が異なるた
め、現時点で一律に比較することは困難であるが、2009年 4月から開始した新
潟県聖籠町では同年 10月時点で単年齢に平均して約 2.2%という結果であった。
また、2008年 4月から 1歳児~4歳未満児への公費助成を開始した茨城県牛久
市では 2008年度 1歳児接種率が 51.2%、同時期から 1歳児~就学前の児へ公費
助成を開始した三重県亀山市では2008年度1歳児接種率75.3%という結果であ
った(表 6-2)。水痘の患者推移を自治体として把握していたのは 25自治体中、
土浦市を除く 24自治体のうち、3自治体(広島県三次市、大分県竹田市、香川県
観音寺市)であった。香川県観音寺市については、厚生労働科学研究における研
究協力期間中の患者推移は把握できていたものの、研究終了後、独自での把握
はできていなかった。いずれの自治体も、患者発生動向に関しては数値での回
答は得られず、感覚的に流行が抑えられているかどうかでの回答であり、三次
市では「抑えられていない」、竹田市では「患者は減ってきている印象がある」
という回答であった。今後、高齢者を水痘ワクチンの公費助成の対象に含める
予定のある自治体はなかった。 
 
6. 考察 
6.1. 我が国における水痘ワクチン導入前後の血清疫学の変化について 
検討 1の結果から、水痘の抗体保有率は年齢とともに上昇し、小学生の世代
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ではⅠ期で約 8割、Ⅱ期で約 9割が抗体を保有し、成人では、Ⅰ期Ⅱ期ともに、
ほとんどのものが抗体陽性であることがわかった。Ⅰ期における全体の抗体保
有状況に関する検討で認められた性別での抗体保有率の差は、Ⅰ期 1-2歳群に
おける検体数 110の中で、男性 71検体、女性 39検体というサンプリングの結
果、サンプリングバイアスの影響を受けたと考えられた。バイアスを排除する
手法の一つである層別化を実施したことによって、その影響を排除することが
できたので、年齢群別にした際の男女差は無視できると考える。 
水痘ワクチンは、1987年に我が国で接種が始まったことから、Ⅰ期の血清に
おける抗体は VZVの自然感染によって獲得されたものであり、Ⅰ期での抗体保
有状況の年齢群における推移は、当時の自然感染の状況を反映していると考え
る。一方でⅡ期は、水痘ワクチンの導入から約15年を経過している時点であり、
VZV自然感染か、あるいは、水痘ワクチン接種かのいずれかを反映している。
本研究においてもっとも注目されるのは、二つの期間における抗体保有状況に
おいて、幼児から高校生の世代において、ワクチン導入後であるⅡ期の方が、
抗体保有率が明らかに高いということである。この違いを考察するには、二つ
の要因を検討する必要があると考える。ひとつは水痘ワクチン導入の影響であ
り、もうひとつは子どもたちの社会的な生活環境の変化である。 
 
【水痘ワクチン導入の影響について】 
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1987年に導入された水痘ワクチンは、白血病等の基礎疾患を有し、免疫抑制
状態にある 1歳以上の児の水痘罹患による重症化、あるいは致死的な結果を防
御することを目的に開発・認可されたが、その翌年、1歳以上の健康小児にも使
用が承認された。現在では、1歳以上の小児、成人等において、接種可能となっ
ている。しかしながら、水痘ワクチン接種にかかる費用は、法で定める定期接
種対象の予防接種ではないために、通常、被接種者の全額自己負担となってい
る。さらに、国として接種率の調査はなされていない。しかしながら、定期接
種対象疾患の抗体保有状況調査として実施されている感染症流行予測調査事業
において、実施要領に基づいて登録された水痘ワクチン接種状況のうち、Ⅱ期
に相当する 2001年から 2005年に登録された結果をまとめると、登録された 12
都県 4,843人において、接種率はそれぞれ 1・2歳群 11.1%、3-6歳群 23.7%、
7-12歳群 22.7%、13-18歳群 16.7%であった(図 2)。さらに、国立感染症研究所
感染症情報センター、NPO法人大阪新興・再興感染症対策協議会による大阪府
下 43市町村と全国 47都道府県内の 1行政区、計 90か所を対象とした 2005年
度の調査での年齢別接種率はそれぞれ、1歳 9.2%(n=802)、2歳 18.7%(n=1,096)、
3歳 23.9%(n=2,377)、4歳 23.1%(n=2,334)、5歳 22.7%(n=2,683)、6歳
19.8%(n=1,615)、7-12歳群 22.1%(n=6,655)という結果であった 22)。その他、
小学校入学前の児童における幾つかの自治体や研究者らによる限られた報告に
よれば、堺市の民間保育所 62施設における調査(n=7,159)で 13.4%23)、金沢市
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の認可保育所 2施設(n=250)で 7.6%とのデータがある 24)。吉川らによれば、全
国的に見て、小学校入学前の児童における水痘ワクチンの接種率は、概ね
25-30%程度であると推計されている 25)。以上の結果より、本研究における二つ
の期間での 4つの年齢群における抗 VZV抗体保有状況の違いのうち、10~20%
程度は、水痘ワクチン接種の影響を受けた可能性があると考えられる。6-11ヶ
月児における抗 VZV抗体保有状況が、検討した二つの期間において差がみられ
なかったにもかかわらず、1歳以上の 4つの年齢群において差がみられたことは、
後に述べる保育所の利用児童数の増加及び利用の早期化という事実を鑑みても、
任意接種による水痘ワクチン接種が影響を与えたことを示唆している。 
しかしながら、我が国における水痘患者の報告数そのものは水痘ワクチン導
入前後において大きく変化しておらず 5)、現行の予防接種制度では接種率も低い
ため、我が国における水痘ワクチンは、現時点で社会全体での患者数の減少に
寄与するほど有効には利用されていないことがうかがえる。 
 
【子どもたちの社会的な生活環境の変化について】 
テイラー-ウィードマン、山下らが実施した最初の全国的な水痘の血清疫学調
査 20)以降の 20年間において、子どもたちの社会的な生活環境の変化が認められ
るようになってきている。総務省統計局による福祉行政報告例のデータによれ
ば、保育所在籍人員数は、Ⅰ期に相当する 1977年から 1981年では、1977年の
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1,806,564人から 1980年の 1,975,469人まで年々増加し、1981年で若干減少す
るものの、全国で平均 1,917,328人/年であった(図 3)。しかし、Ⅱ期に相当する
2001年から 2005年になると、2001年 1,982,766人から毎年増加し、2005年
2,147,672人に達し、Ⅱ期の平均保育所在籍人員数は、2,073,146人/年となる(図
3)。一方、国の人口動態統計、および人口推計のデータによれば、0-6歳児人口
は減少の一途をたどり、Ⅰ期相当の期間で 12,866,000人/年からⅡ期相当期間の
8,154,360人/年と、4,711,640人の減少をみる(図 3)。両期間における 0-6歳児
人口に占める保育所在籍人員の割合を求めると、Ⅰ期 14.9%、Ⅱ期 25.4%とな
り、明らかに増加している (図 3)。さらに、同福祉行政報告例のデータから、
保育所在籍人員の年齢分布をみてみると(図 4)、Ⅰ期相当期間とⅡ期相当期間で
は、3歳未満児の割合が 19.0%から 31.0%に増加する一方で、3歳以上の児の割
合が減少しており、Ⅰ期からⅡ期にかけて保育所における入所時期の早期化が
認められる。 
一方、文部科学省(文部省)による「学校基本調査報告書」によれば、幼稚園在
園者数は、Ⅰ期で平均 2,427,564.8人/年であったものが、Ⅱ期になると平均
1,755,034.2人/年と 672,530.6人の減少を見る。0-6歳児人口に占める幼稚園在
籍者数の割合は、Ⅰ期 18.9%、Ⅱ期 21.5%とほぼ 2割程度の割合を維持してお
り、幼稚園在籍者の減少は 0-6歳児人口の減少に伴って推移していると考えら
れる。しかしながら、文部科学省において 2005年 10月に開催された第 1回教
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育課程部会幼稚園教育専門部会における参考資料 4「幼稚園教育の現状(中央教
育審議会リーフレット)」によれば、1978年から 2005年まで、幼稚園在園者数
は 250万人から 174万人へと年々減少するものの、3歳児の在園者数は 15万人
から 42万人へと年々増加しており、幼稚園においても在園者の低年齢化がすす
んでいることがうかがえる。 
幼児において利用可能な保育所や幼稚園等の施設に関しては、保育所等の児
童福祉施設が厚生労働省の所管、幼稚園が文部科学省の所管であることから、
それらを統合させた我が国の出生コホートごとの年齢別利用施設別割合のデー
タに関しては詳細不明であるものの、Ⅰ期Ⅱ期に相当する期間において、保育
所での在籍人員数の増加とともに入所時期の早期化、加えて幼稚園在園者の低
年齢化が認められるということは、水痘に対する免疫の獲得の早期化に何らか
の影響を与えた可能性があると考えられる。加えて、NESIDによると、1982年
以降、水痘患者における1-4歳児の割合は、1982年には56.2%であったのが2003
年には 69.5%と年々増加傾向にある一方、5-9歳児の割合は、1982年には 32.0%
であったのが 2003年には 19.7%と減少してきている 5)。なお、1981年以前の
データは入手不可能であり、Ⅰ期に相当する期間の結果は詳細不明である。我
が国の水痘患者は過去と比較して明らかに低年齢化してきており、今回の研究
で示したより低年齢層における抗 VZV抗体保有率の上昇という結果とも合致す
る。これらの結果を総合的に判断すると、子どもたちをめぐる社会的な生活環
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境の変化の影響がうかがわれる。 
 
【感受性者人口の推計】 
水痘は、乳児期後期や成人、免疫抑制状態にある者が罹患すると、重症化あ
るいは死亡することがあることは良く知られている。我が国においても、厚生
労働科学研究における研究班(主任研究者：岡部信彦)の調査として、2005年以
降の VRHの評価研究が実施されている。分担研究者である多屋らによる中間報
告によると、2004年には全国において少なくとも 1,655例の VRHと 7例の死
亡(年齢中央値 20歳、幅：4-59歳)があったとされている 26)。我々が実施したⅡ
期の抗 VZV抗体保有率と 2003年の我が国の人口動態統計から表 4に示した通
り、感受性者人口は 1歳未満児、および 19-29歳群ではそれぞれ約 100万人と
推計することができた。これは、我が国において、抗ウイルス剤の使用により
予後の改善が見られるようになった現在でもなお、水痘による重症例や死亡例
が、発生する可能性があることを示しており、小児科領域のみならず、内科や
皮膚科、感染症科等の成人に対する医療を提供する診療科においても、注意深
い発生状況の監視と予防のためのワクチン接種、発症してしまった場合におけ
る治療のための抗ウイルス薬(アシクロビル、バラシクロビル等)の投与等、適切
な対応が重要であると考えられる。 
さらに、我が国において水痘患者の年齢分布で最も多い 1-2歳群では約 172
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万 5千人の感受性者が存在し、3-6歳群を含めると約 310万人にも達すると考え
られる。これらの感受性者は、感染曝露を受けやすい保育所から幼稚園通園の
世代であるとともに、社会全体での感染拡大に影響を与える可能性がある。 
 
6.2. 全国自治体における水痘ワクチンに関する公費助成の実態調査より 
【全国自治体における水痘ワクチン公費助成実施自治体】 
2009年 11月現在、全国 1,801ある自治体において、どの自治体が水痘ワクチ
ンの公費助成を実施しているかに関しては、全体を把握するための情報が存在し
なかった。今回の実態調査はそういった観点からも非常に重要と考える。しかし
ながら、水痘ワクチンを接種した際に自治体から公費助成を受けられるところは
27自治体(1.5%)に過ぎず、ほとんどの自治体で全額が被接種者の自己負担となっ
ているということがわかった。 
 
【公費助成実施自治体における状況】 
対象者は、公費助成を実施している多くの自治体が、最も患者が多い 1歳から
就学前までの年齢層を対象としていた。しかしながら、ひとつの自治体では、ほ
とんどの対象者がすでに罹患しているであろうと考えられる小学校 1年生以上の
年齢層を対象としているところがあり、公費助成における被接種者への利益が大
きく損なわれる可能性があると考えられた。さらに、公費助成の金額および自己
27 
 
負担の金額から、助成金額と自己負担金額がほぼ同額と考えられる自治体、助成
金額の方が自己負担金額よりも大きいと考えられる自治体、自己負担金額の方が
助成金額よりも大きいと考えられる自治体等、公費助成金額の設定が一律でない
ことから、公費助成を受けられる自治体の中でも費用面における負担の差があり、
住民票をどこにおくかで受けられる福祉サービスが異なることは明らかであった。 
加えて、公費助成の制度を導入していても、それらが自治体において公衆衛生
上有効に活用されているのかどうかを評価するための接種率や患者発生動向の把
握に関しては、いずれの自治体も課題を抱えていると考えられた。接種率に関し
ては、一定の分母分子で、継続して監視していくことが重要であるが、対象者が
自治体ごとに異なるために、現時点で全国的に一定の基準で評価することは難し
い。自治体ごとに接種率を算出する際にも、多くの自治体で、分母となる接種対
象者年齢が複数の年齢群を含むために適切な分母の計上方法が分からない、接種
者数が“数”でしか分からず、接種年齢が不明であるため算出できない等の問題
を抱えていた。例えば、単年度ごとに、年齢別の接種者数/年齢別人口で評価する、
あるいは 1歳 6カ月健診、就学時健診等の定期健診時に評価するなどの方法が実
施可能と考えられるが、どの方法が最も適切であるかについては、検討が必要で
ある。患者発生動向の把握に関しても、流行状況を把握している保健所との連携
が取れている自治体はひとつのみで、それ以外では十分に把握されておらず、接
種率の算出と同様、発生動向を監視する必要性と適切な助言を得る環境、担当可
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能な人材の不足など、多くの課題があると考えられた。 
高齢者に対する助成の可能性に関しては、多くの自治体が「子育て支援の一環
で実施している」「高齢者に対しては、水痘よりも肺炎球菌ワクチンの方が先」と
言った意見が聞かれるとともに、帯状疱疹に関する効果に関しての知識がなかっ
た担当者もおり、今後、まずは自治体担当者への知識の普及から必要であること
がうかがわれた。 
 
【公費助成の抗体保有率への影響】 
検討 1で実施したワクチン導入後のⅡ期に相当する 2001年から 2005年まで
に公費助成制度をすでに実施していたのは、北海道木古内町(15年以上前)、宮
城県気仙沼市(1992年 4月)、茨城県水戸市(1992年 5月)・かすみがうら市(2001
年)の 4自治体であった。検討 1で使用した血清の住所地に関する情報は都道府
県までであり、市町村は不明である。加えて、国内血清銀行保管血清を用いた
研究申請に際し、地理的な分布に関しては東：中：西日本で 4：3：2となるよ
う依頼し、都道府県ごとの指定はしていない。それらの制限を踏まえた上で、
検討 1における上記 3道県に関する結果を抽出したところ、北海道 4検体(Ⅰ期
4検体、Ⅱ期 0検体)、宮城県 95検体(Ⅰ期 70検体、Ⅱ期 25検体)、茨城県 66
検体(Ⅰ期 27検体、Ⅱ期 39検体)であった。北海道に関しては、検体数が少なか
ったため、解析は実施しなかった。他の 2県に関しても、各年齢群に層別化し
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た際のⅠ期とⅡ期における検体数は、不足である部分、およびサンプリングの
バランスが悪い部分があることから、年齢群ごとの抗体保有状況の比較は困難
であり、解析に堪えないと判断し、実施しなかった。 
自治体の公費助成が住民の抗体保有状況にどのような影響を与えるかに関し
ては、さらに適した研究デザインで検討すべき今後の課題と考えられた。 
 
【公費助成の患者発生動向への影響】 
感染症法に基づく発生動向調査において、現在公開されている利用可能な住
所地情報は都道府県までであり、市町村は不明である。さらなる制限として、小
児科定点医療機関に関する情報が公開されていないため、医療機関の情報が入手
不可能であり、公費助成を実施している自治体における小児科定点医療機関の所
在状況は詳細不明である。加えて、公費助成を実施している自治体が各都道県に
おいて占める人口の割合や自治体における接種率にばらつきが見られるなどの制
限の元、公費助成を実施している市町村特別区がある都道県の中で、最も古くか
ら公費助成を実施していた気仙沼市を有する宮城県(図 5-1)、次いで古くから公費
助成を実施している自治体があり、市町村特別区における公費助成実施割合が高
い茨城県(図 5-2)、2008年度 1歳児の接種率が 75.3%であった亀山市を有する三
重県(図 5-3)、全額公費負担を実施している自治体の中で最も人口の多い三次市を
有する広島県(図 5-4)の 4県に関して、発生動向調査上の患者推移を示した。しか
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し、いずれの県においても、全国の患者発生動向と比較して、患者報告数が顕著
に減少している傾向は見られず、一部の自治体における水痘ワクチンの公費助成
が、都道府県レベルの発生動向に影響を与えてはいないと考えられた。 
 
それぞれの自治体独自の取り組みのみに依存して接種率および発生動向を継
続して評価することへの限界、さらに各自治体の限られた資源の中で助成金額や
対象者を決定せざるを得ないことなど、任意接種のままで水痘ワクチン接種を推
進していく難しさが明確になったと考えられた。 
 
6.3. 定期接種化に向けて 
今回の検討から、ワクチン導入前後における抗体保有状況は、幼児から中学・
高校生の世代にかけて、ワクチン導入後において明らかに上昇しており、その
上昇には、任意接種である水痘ワクチンの接種と、保育所等における入所児の
増加および入所時期の早期化に代表される子どもたちの社会的な生活環境の変
化が影響している可能性があると考えられた。しかし、近年でも多くの感受性
者が存在しており、今後も水痘の流行や死亡例・重症例の発生が懸念されると
考えられた。また、自治体独自の取り組みとして、公費助成制度を実施してい
る自治体は少なく、その取り組み方にばらつきも見られることから、現行の制
度のままでは、今後の接種率上昇にむけた効果的な取り組みを推進することが
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難しいと考えられた。 
疾患の公衆衛生上のインパクトを図る際には、その疾患の重篤性(入院例、死
亡例がどのぐらい存在するか)とともに、医療経済的な負担がどの程度あるかが
重要な指標になる。水痘ワクチン接種に関する医療経済学的評価は、米国や他
の国々同様、我が国においても実施されている。菅原らによれば、予防接種率
を 30%、患者数を出生コホートのうち予防接種を受けなかった 7割にあたる約
84万人と仮定した場合、我が国における水痘の疾病負担は約 522億円と推計さ
れた。接種費用を 5,000円から 12,000円としても増分便益費用比は平均で 4、
最小値でみても 1.5以上と 1を上回っており、定期接種化によってもたらされ
る追加的な便益が、追加的な費用を上回っていたと報告している 27)。この結果
も、我が国において、水痘ワクチンを定期接種化する必要性の重要な根拠にな
ると考える。 
米国では、1995年の水痘ワクチン導入後、小児における接種率が高まるにつ
れて、水痘の疾患そのものの疫学に劇的な変化が見られたことが報告されてい
る。セワードらによると、2000年時点で、全米における 19から 35ヶ月児の接
種率が 67.8%と推計されたとき、3つのサーベイランス対象地域では、1995年
から 2000年の間に報告される水痘の症例数は 71%から 84%の割合で減少した
と報告している 28)。そしてそれらは、特に就学時年齢前の幼児において顕著で
あったが、乳児と成人を含むすべての年齢群において症例数の減少が見られて
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いた 28)。さらに、この調査に追加して実施されたグリスらの調査によれば、2005
年には、19から 35ヶ月児における水痘ワクチンの接種率が 92%であった地域
では水痘の発症率は 89.8%の減少を、同様に、同月齢での接種率が 94%であっ
た地域では 90.4%の発症率の減少を認め、かつその減少は種々の年齢群に渡っ
ていたとされている 29)。彼らはそれらを総合して、高い接種率を保つことは、
接種対象者だけでなく、流行そのものを抑えることにより、社会全体として、
乳児、成人における罹患率の低下を導くという有益な効果をもたらしたと考察
している。 
2005年および 2006年の 6月、米国におけるワクチン接種に関する諮問委員
会 (the Advisory Committee on Immunization Practices: ACIP) は、水痘に対す
るより強固な免疫を付与する目的で、12か月から 18カ月児に対する 1回目の
水痘ワクチン接種に加えて、4-6歳児に対して、2回目の水痘ワクチンの接種を、
すべての小児に対して推奨した 2)。それとともに、麻疹・ムンプス・風疹・水痘
の 4種混合ワクチン(measles-mumps-rubella-varicella vaccine: MMRV vaccine)
が 2005年に認可され、現在、接種可能となっている 2)。 
我が国においては、1989年 4月から、生後 12か月から 72か月未満の小児を
対象に、麻疹ワクチン定期接種の際に麻疹・おたふくかぜ・風疹混合ワクチン
(measles-mumps-rubella vaccine: MMR vaccine)の接種を希望した場合に接種
が可能であった。3疾患に対する免疫の賦与が一度で可能になることは、接種を
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受ける小児とその保護者、接種医等の負担も軽減する大きな利点であり、当時、
風疹ワクチンは女子中学生が定期接種の対象であったことから、男性が定期接
種として風疹ワクチンを受けられるのは MMRワクチンが唯一の機会であった。
また、流行性耳下腺炎は定期接種対象疾患には含まれていないものの、MMRワ
クチンを接種することで、おたふくかぜワクチンも定期接種として受けられる
ことなど、MMRワクチンの公衆衛生上の意義は大きかったと考えられる。しか
し一方で、MMRワクチンに含まれるおたふくかぜワクチンに由来すると考えら
れる無菌性髄膜炎の発生が問題となり、1993年 4月 27日付けで、MMRワクチ
ンの接種は見合わせとなった。その後、2006年以降は、麻疹・風疹混合ワクチ
ン(measles-rubella vaccine: MR vaccine)が接種可能となっている。水痘ワクチ
ンの定期接種化に向けては各学会等で議論が重ねられてきており、2005年 7月
に日本小児科学会から、同年 8月には日本小児保健協会からそれぞれ要望書が
出された。しかしながら、未だに単抗原ワクチンとしての水痘ワクチンは定期
接種には導入されず、MMRVワクチンを輸入・導入する予定も現時点ではない。 
米国では、オックスマンらの検討により、60歳以上の高齢者に対する帯状疱
疹ワクチンの接種が、プラセボ投与群との比較で、帯状疱疹の発症を
51.3%(p<0.001)、および帯状疱疹後神経痛の発症を 66.5%(p<0.001)、効果的か
つ安全に抑制するということが証明され 17)、ACIPは 2008年、帯状疱疹ワクチ
ンの接種は高齢者における帯状疱疹予防の観点からも有効であるとし、60歳以
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上の高齢者に対して接種の推奨を開始した 18)。米国で認可された帯状疱疹ワク
チンは、水痘単抗原ワクチンの少なくとも 14倍の力価を有する高力価水痘ワク
チンのことで、使用されているウイルス株は水痘ワクチンと同じ、我が国で分
離された岡株に由来している 18)。我が国における帯状疱疹の発症頻度について
の正確な統計はないものの、人口 10万人当たり年間平均 300~500人程度と考
えられている。医療経済学的評価を含めた帯状疱疹における疾病負担の調査が
厚生労働省の研究班(研究代表者：岡部信彦)を中心に実施されているところであ
り、現時点では、自治体において水痘ワクチン公費助成の対象に高齢者を含め
る予定の自治体はなかったが、将来的に高齢者への水痘ワクチン接種推進にお
ける効果に関して、検討が進められているところである。 
1998年以降、WHOは水痘が公衆衛生上および医療経済学上重要な課題であ
り、高い接種率を維持できる国々においては、水痘ワクチンを定期接種化する
ことを推奨している 30)。水痘ワクチンの接種率を高く維持する必要性として、
WHOは、接種率が不十分である場合、理論上、水痘患者の年齢が年長児や成人
に上昇するため、重症例の数が増加する危険性が高まることが懸念されるとし
ている。 
2008年度から、我が国においては、“2012年までに国内から麻疹を排除する
こと”を目標とした麻疹排除計画が本格的に開始されている。その中の 3つの
柱として、「予防接種率の向上」「全数把握制度の質の向上」「集団発生時の対応」
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があげられているが、予防接種率の向上においては、MRワクチンを効果的に使
用した 2回接種の徹底が実施されており、厚生労働省と国立感染症研究所感染
症情報センターで、定期的に自治体における接種率とその向上に向けた取り組
みを評価し、全国的な接種率の向上とその維持に努めている。1回目の接種(第 1
期)は 1歳児、2回目の接種(第 2期)は小学校就学前の 1年間にあたる児として
おり、それに加えて、2008年度から 5年間の時限措置として、2回目の接種機
会を与える目的で、第 3期(中学 1年生)、第 4期(高校 3年生に相当するもの)に
おいても接種が実施されているが、厚生労働省および国立感染症研究所感染症
情報センター評価による 2008年度の全国最終接種率は、第 1期 94.3%、第 2
期 91.8%、第 3期 85.1%、第 4期 77.3%であった 31)。この第 1期、第 2期に水
痘ワクチンを同時に接種、あるいは麻疹・風疹・水痘ワクチン
(measles-rubella-varicella vaccine: MRV vaccine)の開発により、1回の接種機会
で 3疾患に対する免疫が賦与できる体制が整えば、我が国においても第 1期、
第 2期それぞれ 90~95%程度の接種率は確保できると考える。前述のセワード
28)、グリス 29)らの検討と同様、我が国の第 1期接種において 90~95%程度の水
痘ワクチン接種率を確保でき、同程度の個人および社会的な免疫が確保できる
と仮定すると、我が国における水痘患者数も 90%程度減少する可能性があると
考えられる。しかしながら、水痘ワクチンにおける弱毒生水痘ウイルス(日本：
岡株弱毒生水痘ウイルス、米国：Oka/Merck VZV)の含有量において、米国で使
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用されている水痘単抗原ワクチンは 1,350 plaque-forming unit (PFU)以上、
MMRVワクチンは 9,772 PFU以上 32)であるのに対し、我が国で使用されている
水痘ワクチンは 1,000PFU以上 19)であり、発熱や BVの頻度が米国と異なる可
能性が指摘されている。よって、我が国における接種率と発症率の関連に関し
ては、我が国で使用されている水痘ワクチンのワクチン効果、2割程度とされて
いる BVの発生頻度、現状のような自然流行が発生している中でのブースター効
果等、 我が国の水痘流行の実情に即したさらなるデータ収集の上、数理モデル
等の開発によって、さらに詳細に検討する必要があると考えられ、今後の課題
と考える。 
1歳未満の乳児、妊婦、悪性腫瘍治療中の者、免疫機能が一定の条件以下に低
下した状態にある者等は、水痘ワクチンの接種不適当者に該当する。これらの
接種困難かつ罹患が致命的となる人々を水痘の罹患から守るには、社会全体で
の水痘流行を抑制する必要がある。しかし、現行の任意接種である予防接種制
度のままでは、自治体独自の取り組みのみで接種率を向上させ、さらに維持す
るには限界がある。水痘ワクチンの予防接種率を上昇させ、それを国として定
期的にモニタリングし、評価・維持するためにも、また、予防接種で予防可能
な水痘による死亡例や重症例を出さないようにするためにも、我が国において
は、可能な限り早期に、MRワクチンと同時に接種できるような体制で、水痘ワ
クチンを定期接種に導入することが必要不可欠であると考えられた。 
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7. 結論 
我が国において 1987年に任意接種として導入された水痘ワクチンの影響を
評価するために、1977-1981年と 2001-2005年の二つの期間に採取された血清
を用いて、VZVに対する抗体保有状況を比較する血清疫学調査と、自治体にお
ける公費助成の現状を評価するための実態調査を実施した。 
二つの期間について、それぞれ 8つの年齢群(1歳未満、1-2歳、3-6歳、7-12
歳、13-18歳、19-29歳、30-49歳、50歳以上)において EIA法により、VZV抗
体保有率を比較検討したところ、1歳未満の年齢群を除いたすべての年齢群にお
いて、2001-2005年の検体の方が、1977-1981年の検体よりも高値であり、特
に 1歳から 18歳までの 4つの年齢群では統計学的に有意であった。この二つの
期間でのこのような変化に影響を与える因子として、主に、水痘ワクチンの導
入に加えて、子どもたちの社会的な生活環境の変化の二つが考えられた。近年
の結果から感受性者人口を推計した結果、発症しても比較的予後良好な幼児か
ら思春期前の小児の世代だけでなく、水痘の罹患により重症化する確率が高い
乳児や成人においても、非常に多くの感受性者が残存している可能性が示唆さ
れ、継続した水痘の流行、加えて死亡例・重症例の発生が懸念されると考えら
れた。 
水痘ワクチン接種における公費助成の実態に関しては、2009年現在で 1.5%
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の自治体が何らかの公費助成を実施しているに過ぎず、公費助成を実施している
自治体においても、接種による効果の評価のみならず、接種の推進に関しても課
題を抱えていると考えられた。 
現在の我が国における水痘ワクチンの接種率は、任意接種であるためにいまだ
低く、水痘ワクチン導入後も水痘患者は小児科定点医療機関からの報告のみで毎
年 25万人前後報告されており、大きな変化は見られていない。これは我が国に
おいては、水痘ワクチンは公衆衛生上、有効に活用されていないことを示してい
ると考えられる。2008年度から開始された国の麻疹排除計画では、MRワクチン
の対象者を 1歳児 (第 1期)、小学校就学前の 1年間 (第 2期)とし、昨年度の評
価でそれぞれ 90~95%程度の接種率を得ている。定期接種として、水痘ワクチン
を MRワクチンと同時に接種する、あるいは MRVワクチンの開発により、麻疹・
風疹とともに水痘の免疫も賦与することができる体制が確立されれば、水痘ワク
チンにおいても高い接種率が得られると考えられる。自治体それぞれの取り組み
に頼らずに水痘ワクチンの接種率をさらに上昇させ、それを維持するために、加
えて、予防接種で予防可能な水痘で死亡例や重症例を出さないために、我が国に
おいては、MRワクチンと同時に接種できるような体制で、速やかな水痘ワクチ
ンの定期接種導入が必要不可欠であると考えられる。 
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図 1：各年齢群における 1977-1981 年(ワクチン導入前：Ⅰ期)と 2001-2005 年(ワク
チン導入後：Ⅱ期)の抗 VZV抗体保有率の比較 
バーティカルバーは 95%信頼区間を示す 
＊p＜0.01 
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図 2：2001-2005年における水痘ワクチン接種率(n=4,843) 
 
流行予測調査 登録データより作成 
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図 3：Ⅰ期Ⅱ期における 0-6歳児人口と保育所在籍人員の推移 
 
 
  Ⅰ期  Ⅱ期  
Ⅰ期からⅡ期への 
増加 
保育所 
在籍人員 
(各期内年平均、 
人/年) 
1,917,328 2,073,146 155,818 
0-6歳児 
人口 
(各期内年平均、人
/年) 
12,866,000 8,154,360 -4,711,640 
0-6歳児人口に占
める保育所在籍人
員の割合(%) 
14.9 25.4 - 
 
総務省統計局提供 人口動態統計および人口推計、福祉行政報告例データより作成 
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図 4：Ⅰ期Ⅱ期における保育所在籍人員年齢分布の推移 
 
 Ⅰ期※1 Ⅱ期※2 
Ⅰ期からⅡ期への
増加 
0歳 
(各期内平均、人/年) 
32,239 79,555 47,316 
1・2歳 
(各期内平均、人/年) 
332,441 562,536 230,095 
3歳 
(各期内平均、人/年) 
440,401 465,714 25,313 
4歳以上 
(各期内平均、人/年) 
1,112,247 965,341 -146,907 
3歳未満児 
の割合(%) 
19.0 31.0 - 
※1保育所在籍人員年齢分布 (私的契約人員を含む)より抜粋 
※2保育所在籍人員年齢分布 (私的契約人員を除く)および保育所在籍人員(私的契約人員を含む)より推計 
 
総務省統計局提供 福祉行政報告例データより作成 
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図 5-1：宮城県における水痘の発生動向(1999年第 14週~2009年第 46週) 
 
 
 
感染症発生動向調査 公開データより作成 
2008年、2009年は暫定値 
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図 5-2：茨城県における水痘の発生動向(1999年第 14週~2009年第 46週) 
矢印は当該自治体における公費助成開始時期を示す 
 
 
 感染症発生動向調査 公開データより作成 
2008年、2009年は暫定値 
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図 5-3：三重県における水痘の発生動向(1999年第 14週~2009年第 46週) 
矢印は当該自治体における公費助成開始時期を示す 
 
 
 
感染症発生動向調査 公開データより作成 
2008年、2009年は暫定値 
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図 5-4：広島県における水痘の発生動向(1999年第 14週~2009年第 46週) 
矢印は当該自治体における公費助成開始時期を示す 
 
 
 
感染症発生動向調査 公開データより作成 
2008年、2009年は暫定値 
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表 1：年齢群別期間別の分与血清検体数とその世代 
 
 
年齢群 
(歳) 
世代 
n (男性,女性) 
合計 (男性,女性) 1977-1981年 
(ワクチン導入前:  
Ⅰ期)  
2001-2005年 
(ワクチン導入後: 
Ⅱ期) 
1歳未満 
新生児、乳児、 
保育所入所児 
81 (41, 40) 81 (47, 34) 162 (88, 74) 
1-2 
保育所入所児、 
幼稚園入園前 
110 (71, 39) 123 (62, 61) 233 (133, 100) 
3-6 
保育所入所児、 
幼稚園児 
133 (69, 64) 120 (61, 59) 253 (130, 123) 
7-12 小学生 112 (52, 60) 127 (66, 61) 239 (118, 121) 
13-18 中学生、高校生 118 (60, 58) 92 (42, 50) 210 (102, 108) 
19-29 思春期、若年成人 166 (78, 88) 177 (89, 88) 343 (167, 176) 
30-39 成人 27 (13, 14) 27 (14, 13) 54 (27, 27) 
40-49 成人 27 (15, 12) 27 (16, 11) 54 (31, 23) 
50-59 成人 27 (10, 17) 27 (13, 14) 54 (23, 31) 
60歳以上 高齢者 27 (11, 16) 27 (14, 13) 54 (25, 29) 
合計  828 (420, 408) 828 (424, 404) 1,656 (844, 812) 
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表 2：二つの期間における男女別地域別の抗 VZV抗体保有率と 95%信頼区間 
 
 
  
1977-1981年 
 (ワクチン導入前：Ⅰ期)  
 
2001-2005年 
(ワクチン導入後：Ⅱ期) 
n 保有率(%)  95%信頼区間(%)   n 保有率(%)  95%信頼区間(%) 
男性 420  61.0  56.2-65.5  424  74.8  70.4-78.7 
女性 408  72.3  67.8-76.4   404  73.5  69.0-77.6 
東日本 369  66.4  61.4-71.0  369  74.0  69.3-78.2 
中日本 276  67.0  61.3-72.3  276  73.2  67.7-78.1 
西日本 183  66.1  59.0-72.6   183  76.0  69.3-81.6 
合計 828 66.5  63.3-69.7  828  74.2  71.1-77.0 
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表 3：二つの期間における年齢群別の抗 VZV抗体保有率と 95%信頼区間 
 
年齢群 
 (歳) 
1977-1981年  
(ワクチン導入前：Ⅰ期)  
2001-2005年 
(ワクチン導入後：Ⅱ期) 
保有率 
(%)  
95%信頼区間 
(%) 
保有率 
(%)  
95%信頼区間 
(%) 
1歳未満 17.3  10.1-26.9 16.0  9.6-25.5 
1-2 10.0  5.7-17.0 26.0  19.1-34.4 
3-6 51.9  43.5-60.2 70.8  62.2-78.2 
7-12 79.5  71.1-85.9 91.3  85.2-95.1 
13-18 91.5  85.1-95.3 100.0  ― 
19-29 94.0  89.3-96.7 94.9  90.6-97.3 
30-49 98.1  90.2-99.7 100.0  ― 
50歳以上 94.4  84.9-98.1 100.0  ― 
合計 66.5 63.3-69.7 74.2 71.1-77.0 
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表 4：2001-2005年(Ⅱ期)の結果による感受性者人口推計 
 
 
 
年齢群 
(歳) 
陽性率
(95%CI)(%) 
陰性率
(95%CI)(%) 
2003年人口推計
(人) 
感受性者数推計 
(95%CI)(人) 
1歳未満 
16.0 
(9.6-25.5) 
84.0 
(74.5-90.4) 
1,131,000 
950,040  
(842,595-1,022,424) 
1-2 
26.0  
(19.1-34.4) 
74.0 
(65.6-80.9) 
2,331,000 
1,724,940  
(1,529,136-1,885,779) 
3-6 
70.8  
(62.2-78.2) 
29.2 
(14.8-21.8) 
4,725,000 
1,379,700  
(699,300-1,030,050) 
7-12 
91.3  
(85.2-95.1) 
8.7  
(4.8-14.8) 
7,214,000 
627,618 
(346,272-1,067,672) 
13-18 100.0  ― 7,996,000 ― 
19-29 
94.9  
(90.6-97.3) 
5.1  
(2.7-9.4) 
18,471,000 
942,021  
(498,717-1,736,274) 
30-49 100.0  ― 33,955,000 ― 
50歳以上 100.0  ― 51,798,000 ― 
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表 5：都道府県別公費助成実施自治体数 
 
  
公費助成
実施自治体
自治体数 割合(%)
公費助成
実施自治体
自治体数 割合(%)
1 北海道 4 179 2.2 25 滋賀県 0 26 0.0
2 青森県 0 40 0.0 26 京都府 0 26 0.0
3 岩手県 0 35 0.0 27 大阪府 0 43 0.0
4 宮城県 1 36 2.8 28 兵庫県 1 41 2.4
5 秋田県 0 25 0.0 29 奈良県 0 39 0.0
6 山形県 0 35 0.0 30 和歌山県 0 30 0.0
7 福島県 0 59 0.0 31 鳥取県 1 19 5.3
8 茨城県 5 44 11.4 32 島根県 0 21 0.0
9 栃木県 1 30 3.3 33 岡山県 0 27 0.0
10 群馬県 0 38 0.0 34 広島県 1 23 4.3
11 埼玉県 1 70 1.4 35 山口県 0 20 0.0
12 千葉県 0 56 0.0 36 徳島県 0 24 0.0
13 東京都 3 62 4.8 37 香川県 2 17 11.8
14 神奈川県 0 33 0.0 38 愛媛県 0 20 0.0
15 新潟県 1 31 3.2 39 高知県 0 34 0.0
16 富山県 0 15 0.0 40 福岡県 0 66 0.0
17 石川県 1 19 5.3 41 佐賀県 0 20 0.0
18 福井県 1 17 5.9 42 長崎県 0 23 0.0
19 山梨県 0 28 0.0 43 熊本県 0 47 0.0
20 長野県 0 81 0.0 44 大分県 1 18 5.6
21 岐阜県 0 42 0.0 45 宮崎県 0 30 0.0
22 静岡県 0 38 0.0 46 鹿児島県 0 45 0.0
23 愛知県 0 61 0.0 47 沖縄県 1 39 2.6
24 三重県 2 29 6.9 27 1801 1.5全国
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表 6-1：自治体における公費助成実施状況 (2009年現在) 
 桃色：全額自治体負担(自己負担無料)の自治体、＊：文献 21) による情報を含む 
 
 
 
都道府県 市区町村 2009年人口
2008年10月1日
現在1歳児人口 助成開始時期 対象者 自治体助成金額 自己負担金額
壮瞥町 3,001 22 2004年4月 1歳～小学校就学前 接種費用の1/2 接種費用の1/2
木古内町 5,447 17 不明、15年以上前 1歳～7歳半未満 全額 無料
幌加内町 1,792 9 2009年4月 1歳～6歳（就学前） 全額 無料
遠別町 3,139 22 2009年4月 1歳～6歳（就学前） 3000円を超えた部分 3000円
宮城県 気仙沼市 63,182 358 1992年4月 1歳～6歳未満 6,500円 2,000円
牛久市 80,980 717 2008年4月 １歳～4歳未満 4,000円 医療機関設定金額
－助成金額
土浦市 144,459 1,256 不明 1歳～小学校就学前 4,200円 医療機関設定金額
－助成金額
かすみがうら市 44,288 431 2001年 1歳～7歳半未満 4,250円（旧千代田町）
4,200円（旧霞ヶ浦町）
医療機関設定金額
－助成金額
水戸市 265,073 2,474 1992年5月 2歳～4歳未満 4,200円 4,200円
大洗町 18,562 127 2009年4月 2歳～4歳未満 4,200円 4,200円
栃木県 西方町 6,708 37 2008年4月 1歳～小学校就学前 全額 無料
埼玉県 北本市 69,569 566 2006年4月 1歳～小学校就学前 3,000円
医療機関設定金額
－助成金額
品川区 361,965 2,656 2007年4月 １歳～４歳未満 3,000円 医療機関設定金額
－助成金額
足立区 642,977 5,489 2007年4月 1歳児 5,000円（商品券） 医療機関設定金額
－助成金額
中野区 314,540 1,882 2009年4月 1歳～小学校就学前児 6,000円
医療機関設定金額
－助成金額
新潟県 聖籠町 13,728 136 2009年4月 1歳～小学校就学前児 3,000円
医療機関設定金額
－助成金額
福井県 池田町 3,115 17 2009年7月 1歳～小学校就学前 全額 無料
亀山市 50,768 457 2008年4月 1歳～小学校就学前 3,000円 医療機関設定金額
－助成金額
玉城町 15,225 175 2007年1月 1歳～小学校就学前 2,000円
医療機関設定金額
－助成金額
鳥取県 智頭町 8,001 47 2009年4月
小学校1年（罹患歴なし）
～中学3年生 2,000円を超えた部分 2,000円
広島県 三次市 56,872 474 2005年4月 1歳～小学校就学前
全額(上限額8000円
、三次市内だとほぼ全
額)
無料
観音寺市 63,339 560 2007年4月 1歳～3歳未満 4,500円 4,500円
三豊市 69,113 494 2007年4月 1歳～3歳未満 4,500円 4,500円
大分県 竹田市 24,701 154 2007年7月 1歳～3歳未満 全額 無料
沖縄県 宜野座村 5,279 52 2009年4月 1歳～小学校就学前児 1,000円を超えた分 1,000円
石川県 金沢市 457,231 4,235 2009年7月 1歳～6歳児
水痘、ムンプス、インフル
エンザ、Hibから1種類選
択
医療機関設定金額
－助成金額
兵庫県 加古川市 268,266 2,376 2006年7月 1歳～４歳未満
水痘、ムンプス、インフル
エンザから1種類選択(来
年度からHibも)
2,000円
医療機関設定金額
－助成金額
北海道
茨城県
東京都
三重県
香川県*
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表 6-2：自治体における公費助成実施状況 (2009年現在)(金沢市、加古川市を除く) 
 桃色：全額自治体負担(自己負担無料)の自治体、＊：文献 21) による情報を含む 
 
都道府県 市区町村 対象者 助成開始前の接種率 助成開始後の接種率 水痘患者推移の変化
高齢者を対象者に
含める可能性
壮瞥町 1歳～小学校就学前 把握していない 把握していない 把握していない なし
木古内町 1歳～7歳半未満 把握していない 接種人数のみでの把握。おそ
らく7割程度かと。
把握していない なし
幌加内町 1歳～6歳（就学前）
接種人数として、2008年1年間
で3人、2007年が2人。いずれ
も町内の医療機関での接種の
みで。
2009年11月現在で
23%(接種者17人/対象者74人)
把握していない なし
遠別町 1歳～6歳（就学前） 把握していない
2009年11月現在で
5.7%(接種者7人/対象者122
人)
把握していない なし
宮城県 気仙沼市 1歳～6歳未満 把握していない
就学時健診での調査で、
2007年52.8%(291/551-既罹患
者含む)、2008年
54.3%(271/502-既罹患者含
む)
把握していない なし
牛久市 １歳～4歳未満 把握していない
年齢ごとに、2008年度は1歳児
51.2%、2歳児27%、3歳児21.8%
であった。分母は年齢人口、
分子はその年齢の接種者数。
把握していない なし
土浦市 1歳～小学校就学前
かすみがうら市 1歳～7歳半未満 古いものは破棄されているか
もしれず、算出できない。
すぐには算出できない。 把握していない なし
水戸市 2歳～4歳未満 把握していない 2006年62%、2007年58%、2008
年62%
把握していない なし
大洗町 2歳～4歳未満 把握していない まだ集計していない。 把握していない なし
栃木県 西方町 1歳～小学校就学前 把握していない
2008年度　66/312(全対象者
が分母)=21.2% 把握していない なし
埼玉県 北本市 1歳～小学校就学前 把握していない 把握していない 把握していない なし
品川区 １歳～４歳未満 把握していない
接種人数のみでの把握で年間
2600～300０人の接種。年間
出生数の3割程度が接種する
ような感じか。
把握していない なし
足立区 1歳児 把握していない
対象は毎年約5300人ぐらい。
接種率としては計上していな
い。2007年度1235人(約
23.3%)、2008年度2370人(約
44.7%)であった。
把握していない なし
中野区 1歳～小学校就学前児 把握していない 把握していない 把握していない なし
新潟県 聖籠町 1歳～小学校就学前児 把握していない
10月までに17人、一学年120
～140人程度。17/(130×
6)=2.2%
今後見ていく なし
福井県 池田町 1歳～小学校就学前 把握していない
11月現在3人接種/43人対象
者。既罹患者34人。全部で87
人、助成前接種済み者4人、
希望しない人もいる。
今後見ていく。 なし
亀山市 1歳～小学校就学前 1歳半健診問診で罹患と接種
併せて50%程度
2008年度(申請数/対象人口)
で1歳児75.3%，2歳時16.6%、3
歳時13.9%、4歳児6.4%、5歳時
4.3%、6歳時1.9%
把握していない なし
玉城町 1歳～小学校就学前 把握していない
年間6～7%程度
(接種者数/全対象者数) 把握していない なし
鳥取県 智頭町
小学校1年（罹患歴な
し）
学
把握していない 今年度まだ申請はゼロ 把握していない なし
広島県 三次市 1歳～小学校就学前 把握していない
算出していない。
毎年500人程度の出生数で、
年間350件程度接種を受けて
いる。70/500=14%か。
独自にデータを整理し
てみても、流行があると
きはあるし、接種の効
果と言う感じでは見えて
こない。
なし
観音寺市 1歳～3歳未満
1歳～5歳の平均接種率：
13.0％
2008年3月現在で
1歳～5歳の平均接種率：
28.9％
研究レベルで把握して
いたが、研究終了後は
把握が困難。
なし
三豊市 1歳～3歳未満 1歳～5歳の平均接種率：8.0％
2008年3月現在で
1歳～5歳の平均接種率：
17.2％
把握していない なし
大分県 竹田市 1歳～3歳未満 把握していない
2008年度118人接種、1歳児
161人、2歳時155人の人口。
おおよその接種率は
118/(161+155)=22.5%
保健所と協力の上、毎
週データをもらって見て
いる。明確な数字は出
せないが、導入後、患
者が減ってきたような印
象がある。
なし
沖縄県 宜野座村 1歳～小学校就学前児
3歳児健診受診者における
2008年度のデータで63名中3
名接種(8.6%)、35名罹患
まだ集計していない。4月から
10月までで21名接種している
ようだ。
今後見ていく。 なし
北海道
茨城県
東京都
三重県
香川県*
